
事案書（■経営会議  □調整会議） 

開催日：平成２４年 ７月 ３日（火）  

 担当課：都市施設部 都市施設総務課 

件  名：下水道使用料改定について 

提出理由：下水道使用料改定を下水道運営審議会に諮問するにあたり、その内容について了承を得

るため 

内  容： 

１. 背景 

 ・公共下水道事業は、地方財政法において一

般会計から独立して経理を行う事業に位置

づけられており、合理的かつ効果的な事業

運営を進めることが求められている。 

・下水道事業の運営においては、雨水公費・

汚水私費の原則から汚水処理に係る維持管

理費と資本費の全額について使用料収入で

賄うこととされており、下水道使用料を適

切かつ安定的に確保して行くことが不可欠

である。 

・本市では一般会計からの多額の補填により、

事業を運営しているのが実状である。 

・平成 20 年度に使用料の見直しを行い、平成

21 年 4 月の改定に向けて準備を進めたが、

当時の経済状況を踏まえ、市民生活に負担

をかけないことが必要であると判断し、改

定を延伸した。 

・現在に至るまで、包括的民間委託導入によ

る維持管理費の削減など経営努力を進めて

きたが、これまで以上の経費の削減は見込

めない状況である。また、少子高齢化等に

より、人口の大幅な増加はなく、使用料収

入の自然増も期待できない。 

・このようなことから、下水道使用料を改定

し、一般会計からの繰入金への依存割合を

減少させ、下水道事業運営の健全化を図る

必要がある。 

 

２. 改定内容等 

(1) 改定使用料算出の考え方 

・改定にあたっては、直近の有収水量推計をもとに、

下水道事業運営の費用を算出し、更に県内他都市

における下水道使用料の設定状況や使用料の回

収状況を考慮した。 

・平成 25 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日まで

の3年間における汚水処理に係る維持管理費全額

と汚水処理に係る施設の建設のために借り入れ

た地方債の元利償還金である資本費の 60％を使

用料収入において賄うものとする。  

(2) 改定使用料案 

①改定率（平均改定率） 

16.5％ 

 ②改定使用料（円／㎥・税抜き） 

・一般汚水 

基本料金（8㎥以下を含む）     515 円→599 円 

8 ㎥を超え   15 ㎥までの分   85 円→ 99 円 

15 ㎥を超え   25 ㎥までの分   95 円→111 円 

25 ㎥を超え   50 ㎥までの分  106 円→123 円 

50 ㎥を超え  100 ㎥までの分  121 円→141 円 

100 ㎥を超え  200 ㎥までの分  143 円→167 円 

200 ㎥を超え  300 ㎥までの分  153 円→178 円 

300 ㎥を超え  500 ㎥までの分  164 円→191 円 

500 ㎥を超え 1000 ㎥までの分  190 円→221 円 

1000㎥を超える分        201円→234円 

（使用料体系は、改定前と同じ 10段階） 

・浴場汚水     1 ㎥につき      10 円→ 12 円 

・水泳場汚水    1 ㎥につき       81 円→ 94 円 

経  過 

H 3. 4. 1 改正（改定率 15.20%） 

H 6．4．1 改正（ 〃   8.33%） 

H 9．4．1 改正（ 〃   4.67%） 

H12．4．1 改正（ 〃   3.73%） 

H16．4．1 改正（ 〃   1.83%） 

今後の予定 

H24. 7 下水道運営審議会に諮問 

H24.10 下水道運営審議会から答申 

H24.12 下水道条例改正及び使用料金改定に伴う 

システム変更等経費について、議会上程 

H25. 4 条例施行 

 


